
デコミッショニングに関する既存のほとんどの技
術文献は、原子力発電所、再処理工場、および比較
的大きな原型炉、研究炉、試験炉などの、大型原子
力施設の除染と解体に関する技術および他の問題を
対象にしている。しかし、大多数の原子力施設は、
より小型かつ単純であり、そのデコミッショニング
における放射線リスクは比較的小さいかもしれな
い。臨界集合体、病院や研究所の放射線診断・療法
科、および放射性物質を使用する工場などの、燃料
サイクルに含まれない施設は、デコミッショニング、
廃棄物管理、および施設の運転寿命後の関連する安
全問題について、訓練を受けていないまたは不慣れ
な使用者が運転していることが多い。実際、そのよ
うな使用者は、デコミッショニングは瑣末で優先度
の低い活動であるという誤った認識をしばしば持っ
ていた。また、小線源の使用者の多くにとって、放
射線利用は業務またはプロセス全体において副次的
である。そのような使用者は、運転安全要件に従っ
たとしても、彼らの関心や責任はそのレベルにとど
まるかもしれない。
このような状況下で、デコミッショニングにおけ
る最低限の要件と戦略さえも無視され、その結果不
必要なコストと遅延がもたらされ、線源喪失などの

安全問題が起きる可能性が大いにある。実際に、罪
のない人が負傷したり、リスクにさらされたりする
出来事が起きている。
包括的な記録が存在しないため、世界中にある小

規模施設の数を確定するのは難しい。国際原子力機
関（IAEA）による最近の調査に基づく推定結果を、
表 1に示す。この表に示されるように、小規模原子
力施設の数は非常に多い。このことから、特に規制
手段が限られる国において、高放射能物質が放棄さ
れ、やがて散乱して公衆に危害を与えるリスクが示
唆される。残念ながら、この傾向は何年かにわたっ
て見られている。
一部の加盟国での経験を活用して、政策立案者、

運転者、廃棄物管理者、および他の関係者は、小規
模原子力施設のデコミッショニングにおける重要点
を知っておくべきである［1 ］。

施設の種類

本記事では、放射性物質と線源を製造、操作、ま
たは使用する医療、工業、および研究施設に関する
あらゆる問題について論じる。下記の種類の施設を
対象とする。
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●放射線療法科を持つ医療施設と、診断と治療のた
めに放射性同位元素を使用する医療施設。
●照射（照射装置）やラジオグラフィーなどを用い
る工業施設。放射性核種の利用には、化合物の生
産と標識化、殺菌、水処理、食品照射、放射性物
質（おもに密封線源）を利用した測定と較正、石
油探鉱、非破壊試験と品質管理、および特殊製品
（煙探知機、静電気防止棒など）の製造が含まれ
る。
●原子力産業（低出力およびゼロ出力炉、臨界およ
び未臨界集合体など）、医薬学、医療法の開発、
および調製された化合物の応用などに関連する研
究施設。
●教育、研究、分析のための研究所、大学施設、お
よび物理学、化学、工学などの基礎研究学部。
●放射性核種生産のために小型のサイクロトロンと
粒子加速器を使用する施設。

デコミッショニング戦略

1940年代より前は、放射性物質、特にラジウムは
健康に恩恵があると考えられ、管理対象にならなか
った。1950年代以降、放射性核種がさまざまな用途
で使用され、そのような活動がすべて適切な規制管
理下で行われたかどうか、決して確かではない。こ
のことは、デコミッショニング、処分、および廃棄
物管理活動にもあてはまる。また、状況が悪化する
要因として、少量物質が多数あること、さまざまな
程度の危険があること、および放射性物質が不要に
なった後にデコミッショニングと処分のために適切
な財務、組織、技術上の準備をしない使用者がいる
ことが挙げられる。また線源が、放射性物質の管理
について訓練・経験のない別の所有者の手に渡るこ
とがある。
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統　計　値 先進国
発　展
途上国

合　計 先進国
発　展
途上国

合　計 先進国
発　展
途上国

合　計
発　展
途上国

先進国
発　展
途上国

先進国
発　展
途上国

合　計

国数 1 37 38 4 21 25 19 30 49 29 2 14 26 127 153

人口（百万人） 43 689 733 154 3214 3368 513 314 826 511 313 211 1023 4940 5963

GNP（十億ドル） 369 1221 1590 3349 9942 13291 10596 2376 12973 3560 10738 732 25052 17796 42848

GNP/人口（ドル） 8500 1771 2170 21758 3093 3946 20665 7576 15697 6962 34296 3467 24487 3603 7186

面積（km2） 1220 23362 24582 645 20326 20971 20352 2651 23002 19727 18380 8282 40596 74347 114943

施 設

医　　療

核医学科 19 76 95 596 1067 1663 1016 859 1875 1016 1909 157 3540 3167 6707

放射線診断法 0 0 0 0 4913 4913 0 0 0 0 13855 11500 13855 16413 30268

ガンマ線カメラ 0 87 87 3005 874 3879 3740 605 4345 953 8940 166 15685 2685 18370

サイクロトロン 1 1 2 39 18 57 86 9 95 6 76 6 202 40 242

遠隔療法
（Co-60、Cs-137）

20 75 95 21 711 732 251 313 564 368 199 140 491 1602 2093

小線源照射療法 14 72 86 13 391 404 561 152 713 248 1074 28 1662 888 2550

工　　業

工業用照射装置 1 7 8 3 42 45 17 11 28 14 29 7 50 81 131

工業用
ラジオグラフィー

0 146 146 401 1191 1593 11438 386 11824 547 12470 528 24309 2757 27066

発光用途 0 0 0 0 0 0 267 0 267 0 291 0 558 0 558

計器など 0 394 394 1081 3209 4289 57191 878 58069 3138 62350 541 120621 8108 128729

研　　究

医療、工業、
教育施設

23 271 294 743 2207 2950 77526 506 78032 153516 84518 0 162810 156499 319310

地　　　　域 南米 北米 西アジアアフリカ 東アジア 欧　　　州 全　世　界

表 1：世界の小規模原子力施設の推定数



デコミッショニングの目的と時間尺度

デコミッショニングの目的の 1つは、作業員と公
衆が放射線による危害を受けるリスクを、許容レベ
ルまで低減することである。この目的を達成するに
は、計画を立案する必要がある。デコミッショニン
グに従事する職員のリスクを最小限にし、適切な戦
略を策定することは、立案における重要点である。
デコミッショニングは、調整、必要であれば中間貯
蔵、および処分という流れの廃棄物管理も伴う。
デコミッショニングを完了するための時間尺度
は、施設の種類、放射性物質インベントリー、放射
性核種の半減期、選択されたデコミッショニング戦
略、および使用する技術に依存する。デコミッショ
ニングは、放射性物質（密封線源など）の除去とそ
の後の放射線サーベイのみで済む場合、数日で達成
できることもある。あとは、必要に応じて除染し、
施設を規制管理対象から外すよう申請するだけであ
る。しかし、一部の小規模な研究炉と研究所の場合、
何週間または何ヶ月にも及ぶ大がかりな解体・除染
作業が必要になるかもしれない。
即時解体は、放射能インベントリーが少ない小規
模施設にとって一般に最適な戦略と思われる。また、
迅速な措置をとることによって、施設に詳しい重要
な運転職員を最大限に活用できる。初めから延期・
保留するのは、多くの問題や望ましくない状況につ
ながりうるので、容認または推奨されない（次のセ
クションを参照）。燃料サイクルに含まれない原子
力施設のデコミッショニングに関する米国原子力規
制委員会（NRC）の出版物は、これらの施設のデ
コミッショニング選択案について論じた［2 ］。

放置戦略

原子力施設の永久停止後に、放置という戦略をと
ると、いずれは危険な状況に至る可能性がある。残
念ながらこれは、閉鎖された小規模施設の多くでよ
くとられている方策である。小規模施設の性格とし
て、不使用期間や保守期間に一時閉鎖するのが容易
であり、その後、商業的理由や旧式化などのために
二度と運転されないことがよくある。放置は往々に
して、閉鎖された施設に関連するリスクが瑣末で無
視できる、という誤った認識によってなされる。ま
た、デコミッショニング資金の不足によって放置さ
れる場合もある。放置は、いずれプラントの放棄に
つながる可能性がある。（注記：放置戦略は、適切
に管理された条件下で短寿命同位元素を崩壊させる
ための保留と混同してはならない。）
放置戦略に伴うリスクはさまざまである。例えば、
プラントの建造と運転に関する知識は消失しがちで

ある。これは、プラントに詳しい職員が分散し、文
書が失われるためである。デコミッショニングにお
いて、主職員の記憶が重要な役割を果たす。特に、
1960年代と70年代に建設・運転された施設では、記
録が適切に保管されていることはまれである。しか
し、旧職員はすぐに解散して新しい職に就いたり退
職したりするので、プラント停止の数年後に適任者
のチームを再編成するのは、ほとんど不可能かもし
れない。情報不足の新規チームにとって、デコミッ
ショニングの計画立案と実施が複雑になり、特に規
制当局や他の利害関係者を満足させるのが難しくな
る。長期にわたって放置されると、最終的にデコミ
ッショニングを行うときのコストが高くなる。
放置方針によって生じる他のリスクとして、例え

ば適切な保守の欠如がある。それによってシステム
と構成機器が荒廃し、汚染液が漏洩し、排水ポンプ
と排水だめが機能しなくなる可能性がある。例えば、
雨水や地下水が施設に出入りする流路が形成される
と、いずれ汚染が広がり、作業員と一般公衆にリス
クを及ぼす恐れがある。また、監視が不適切である
ことによって、さらに深刻なリスクが生じるかもし
れない。すわなち、物質の汚染や、回収価値がある
と考えられる放射線源の盗難につながることも考え
られる。

個別の施設のための
デコミッショニング戦略の策定

小規模施設は、発電炉や燃料サイクル施設に比べ
て、適切な戦略を選択するのが一般に容易である。
医療、研究、および工業施設間で、また各グループ
内で、戦略の詳細に多様性があるかもしれないが、
ここで論じる一般的方式に比べるとその多様性はあ
まり重要ではない。
本記事では、デコミッショニング戦略に関連する

類似性から施設を下記のように分類する。
●携帯式小型密封線源を持つ施設
●照射装置などの高放射能線源を持つ施設
●粒子加速器を持つ施設
●研究施設、ホットセル、放射化学実験室、医療施
設

●小型研究炉と臨界集合体
●多種多様な施設を包有する大規模サイト
●製造施設

携帯式小線源を持つ施設のための戦略。対象とな
るのは、下記のような医療、研究、および工業目的
で密封線源を使用する施設である。
●放射線療法、特に小線源照射療法（図 1参照）
●ガンマ・ラジオグラフィー
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●厚さ、密度、液位、湿度などの測定
●携帯式小線源による較正（大学施設）
これらの密封線源は、小型で、一見無害で、時に
はスクラップ値が高いことから、いろいろな形式で
直接的な危険をもたらしうる。これらの線源の総イ
ンベントリーを求めるのは通常非常に難しく、多く
の場合、正確な定量評価は不可能である（例えば古
いラジウム線源の場合）。
線源が所期の目的で使用されなくなった場合、次
のような管理オプションが考えられる［3 ］。
●別の場所で使用されるように他の利用者に譲渡す
る。
●製造者または供給者に返還する。
●線源を保管して短寿命放射性核種を崩壊させ、そ
の後に非放射性物質として処分する。
●調整施設ができるまでの間、集中方式の中間貯蔵
施設に輸送する。
●集中方式の調整施設に輸送してから、中間貯蔵す
る。
●線源をオンサイトで調整してから、集中方式の貯

蔵・処分施設を利用できるように
なるまでの間、中間貯蔵を行う。

●調整された線源を、利用可能な処分施設に輸送す
る。

●認可された処分場で最終処分する。
使用済み密封線源のための望ましい戦略は、製造
者に返還することであるが、これは往々にして不可
能である。その場合、適切な第三者施設での中間貯
蔵が妥当な戦略であろう。その第三者機関は、使用
済み線源の取り扱いと処理を専門とし、国営企業と
いうこともありうる。中間貯蔵施設は、特に多量の
線源が蓄積されている場合に遮へい要件を考慮し、
起こりうるあらゆる漏洩や放出を制御する必要があ

る。デコミッショニング計画立案の
ために、施設運転者が密封線源につ
いて最新の記録を持っていることが
重要である。
密封線源を使用する施設について

停止・デコミッショニング戦略を採
用すると、下記の活動が促される。
●適切な所管当局に意図を伝える。
●デコミッショニングの担当者を任
命する。
●職員に助言する。
●必要に応じて広報活動を行う。
●施設における密封線源使用歴をで
きる限り明らかにする。
●線源の性質を含めた線源の記録を
入手または更新する。

●施設建屋の、使用済み線源が保管・使用された場
所や、使用済み線源が漏洩した恐れのある場所の
すべてにおいて、徹底した放射線サーベイを行う。
これには、特別の機器と専門技術が必要かもしれ
ない。

●使用されなくなった線源や見捨てられた線源を、
処分または貯蔵する手だてを確立する。

●必要となる特殊遮へい装置の輸送、設計、建設を
含めた提案される措置を、適切な所管当局に伝え、
許可を得る。

●すべての線源を、中間貯蔵施設またはオフサイト
に搬出する。

●除染および解体作業を開始し、完了する。
●必要に応じて、特に除染を行った場合に、最終放
射線サーベイを行い、規制管理対象から外すこと
について承認を得る。

●現在の状況を反映するように、線源の記録を更新
する。
計画段階で簡単な措置と思われても、実施の際に
特定の困難が生じることがよくある。それには下
記が含まれる。

●必要な資金と職員を確保する。
●特に記録が存在しない場合、過去に保管・使用さ
れた線源の所在を特定する。

●離れた場所で使用された線源を追跡記録する。

照射装置などの高放射能線源を持つ施設のための
戦略。対象となる線源は、高放射能の、ベータ・ガ
ンマ線を放出する放射性核種である。この線源は、
厚い金属またはコンクリート遮へいで囲われてい
る。不使用時の防護遮へいのために、プール中に保
管されるものもある。このため、適切な機器と訓練
がなければ、線源の取り扱い、輸送、および処分は
非常に難しい。
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図 1：ドミニカ共和国の小線源照射療法科における汚染された流し台の解体



もっとも適切で一般的な戦略は、
主要な原子力研究センターまたは適
切な機器を備えた集中管理施設への
輸送に適した承認された特殊容器に、
線源全体を封入することである。別
の施設での再利用の可能性も考えら
れる。この種の線源は、喪失や盗難
が比較的起こりにくいので、適切な
処分経路と処分契約が確立されるま
で、線源を保管できるかもしれない。
一部の施設は、線源の内部漏洩によ
って汚染されるかもしれないので、
代案となるデコミッショニング戦略
が必要かもしれない。
引き続き運転する照射装置の線源
のみを交換する場合、販売者または製造者に返還す
る戦略が望ましい。このオプションが実際的でなく、
承認された貯蔵サイトを利用できない場合は、中間
貯蔵が妥当な戦略である。特に、施設に事前計画、
情報、専門技術、および適切な機器が欠けていると、
状況は非常に深刻になりうる。
中間貯蔵は、オンサイトで、または離れた場所の
集中管理施設で行える。線源を長期間サイトに残す
場合、劣化、漏洩、および安全貯蔵の問題に言及し
た安全論拠を用意する必要がある。例えば、一部の
施設には、線源が漏洩した場合に汚染されるプール
が存在する。文献［ 4 ］は、ニュージャージー州で
Co-60 照射装置のデコミッショニングが無事に行わ
れ、NRC の汚染サイト・リストから外された例を
示す。
線源の取り扱いと、承認された輸送容器の確保に
も取り組む必要がある。例えば、線源が供給された
ときに使われた当初の輸送コンテナは、輸送法規の
変更により、線源をサイトから除去するための容器
としてもはや適切ではないかもしれない。この目的
のために、所管当局からタイプ B コンテナの承認
を得る必要がある場合、サイトにある線源の処分が
遅れる可能性がある。
粒子加速器のための戦略。ファンデグラフ加速器、
線形加速器、サイクロトロン、およびシンクロトロ
ンは、物理的特性が類似するので、同じグループに
まとめられる。加速器は、放射線遮へいのために厚
壁の大きなコンクリート構造物に入れられているこ
とがあり、建材中の微量元素の放射化によって多量
の低放射能廃棄物（おそらく何千立方メートル）が
発生する。この場合、段階的なデコミッショニング
計画が必要になることが多い。大型加速器施設は、
中性子によって放射化され、許容放出基準より何倍
も高い放射能レベルになる（最大300Bq/g が報告さ
れている）［5 ］。また、デコミッショニングに影響を

与えるような、内部システムの汚染の問題があるか
もしれない（ターゲットからのトリチウムの放出な
ど）［6 ］。
一般に、資金と訓練された職員を擁し、承認され

た廃棄物処分の手だてがあれば、施設のデコミッシ
ョニングはすぐにできるであろう。例外的に、規制
当局と公衆の要求を満たす適切な安全閉じ込め条件
が確立されていれば、デコミッショニングの延期は
可能である。貯蔵期間中の保守コストも考慮する必
要がある。
医療サイクロトロンのようなより小型の装置の場

合、多くの構成機器を無傷のまま除去できるので、
デコミッショニングは比較的容易である。このよう
な施設は、即時のデコミッショニングがおそらく最
善の戦略であろう。一般に、小規模施設のデコミッ
ショニング計画は、大規模施設に比べてずっと単純
である。
研究施設、ホットセル、放射化学実験室、医療

施設のための戦略。このグループに該当する施設
には、以下が含まれる。
●核医学、獣医学、製薬学の実験室
●大学および研究機関の実験室
●工業的な研究開発用実験室
●ホットセル、グローブボックス、換気フード（図
2を参照）。
これらの施設はいずれも、同様のデコミッショニ

ング戦略の適用を検討できる共通の特徴を持つ。例
えば、いずれの施設も、多岐にわたる放射性物質に
よって汚染されやすい。これらの物質は、溶解性と
空気輸送性に影響するさまざまな化学形態を持つ。
一部の物質は、バクテリアや伝染性病原体にも汚染
されている。また、これらの施設は、広い敷地や多
数の建屋を持つことが多い。
特に非常に古い施設の場合、サイトの土壌汚染の
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図 2：ベルギーのモル研究所における換気配管の解体。



可能性もある。古い施設の多くは、1950年代
または60年代に始まった何十年にもわたる原
子力および医学研究の遺物であり、デコミッ
ショニングのための適切な準備や検討がなさ
れておらず、荒廃の程度がさまざまである。
また、さらに古い施設として、小線源照射療
法用の針や計器用の発光塗料［ 7、8 ］など、特
にラジウムを含む装置の使用と製造に関連す
る施設が多数ある。
IAEA に加盟する先進国は現在、汚染され
た施設のデコミッショニングを、より緊急を
要する問題として取り組むようになってい
る。この傾向は、施設閉鎖後すぐに、または
施設が長年休止状態にある場合はできるだけ
早期に、デコミッショニングを行う戦略を示
唆する。規制の強化と批判的世論の圧力によ
り、デコミッショニング戦略に取り組まざる
を得なくなっている。適切な廃棄物処分の手
だてが存在しないことは、通常、遅れの理由
として認められない。適切な処分サイトを利
用できない場合でも、デコミッショニングが
進行し、調整された廃棄物が中間貯蔵施設に
入れられた事例が多くある［ 9 ］。ベルギーの
原子力研究センター（SCK ● CEN）が、高度
に汚染されたホットセルと研究開発用実験室
を解体した成功プロジェクトは、文献［10］で
報告された（図 2を参照）。
臨界集合体と小型研究炉。臨界集合体と小
型研究炉のためのデコミッショニング戦略
は、同様の多くの原子炉で近年行われたデコ
ミッショニングでの経験と教訓を活用できる
かもしれない［ 1、11］。臨界集合体の放射能インベン
トリーは、一般に低い。したがって、デコミッショ
ニング戦略は単純明快である。燃料を取り外した後、
通常運転のための放射線管理手順に基づいて、解体
と廃棄物管理を行うことができる（図 3を参照）。
研究炉は、放射能インベントリーがより高いのが
普通であり、最適戦略を選択するのはより難しい作
業となる。燃料除去後のほとんどの放射能は、高度
に照射された部品および構成機器（炉内構造物、原
子炉容器など）か、または高放射能のガンマ・アル
ファ放射体に汚染された構成機器に関連する。実際、
これらの物質を取り扱う場合、遠隔操作と遮へいの
ために必要な道具と機器を用意する必要がある（図
4 を参照）。物質、廃棄物、および職員の出入りも
考慮する必要がある。
臨界集合体と小型研究炉の場合、運転安全論拠に
基づいて施設からの最終的な核燃料の取り外しを計
画・実施すれば、デコミッショニング戦略は大幅に
簡易化できる。次に、デコミッショニングの安全論

拠では、施設の除染と解体に重点が置かれる。ほと
んどの廃棄物は、短寿命低・中レベル廃棄物
（LLW/ILW）か、放射線規制を受けない再利用され
る非放射性廃棄物に分類される。経験的に、破損燃
料の問題がないかぎり、小型研究炉と臨界集合体か
ら長寿命 LLW/ILWはほとんど発生しない。
製造施設のための戦略。製品の一部に放射性核種

を使用する製造施設は、非常に多岐にわたる。その
ような製品として、煙探知機、計器、種々の較正・
測定装置、および照明、蛍光、静電気除去、さく井
検層のために放射線源を使用する装置が挙げられ
る。製造工程で使用される物質には、2つの形態が
考えられる。1つは、線源が完全に密閉された漏洩
確率の低いものであり、もう 1つは、非密封線源が
使用された顕著な汚染リスクがありうるものであ
る。これらの状況に対処するために、異なる戦略が
採用される可能性が高い。
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図 3：ドイツのゼロ出力炉 SUR100の解体前と解体後



放射性物質管理が確立される前に
運転された施設のための戦略

管理されなかった施設や管理が放棄された施設の
デコミッショニングを計画する場合、現存する放射
線および非放射線関連の危険を特徴づけることが、
第一段階として不可欠である。この作業には、以下
のように多くの方法がある。
●施設配置、施設活動、廃棄物輸送などの変遷記録
と、構造物、コンテナ、配管系などの現状を見直
す。
●可能であれば、過去の職員への聞き取り調査を行
う。
●特徴づけと保健・安全計画にとって重要な基本デ
ータを得るために、概要調査を行う（直接被ばく
線量率、酸素濃度、有害ガスや可燃性ガスの存在
など）。

●分析試料を採取する。
初期の特徴づけのための計画立案では、往々にし
て作業員の安全を最重視する必要がある。活動を停
止した施設や放棄された施設に最初に入るにあたっ
て、高水準の個人防護が必要かもしれない（防護マ

スクや防護服など）。極端な場合、供給設備（電灯、
電力、換気、通信）も用意する必要があるかもしれ
ない。
施設について十分な情報が得られたら、前述のよ

うなデコミッショニング計画立案のための通常の手
法を用いることができるかもしれない。ただし計画
では、除染を支援するうえでの既存施設の妥当性を
評価する必要がある（着替え設備、除染された区域、
管理事務所など）。
計画立案は、デコミッショニング活動を支援する

資金の不足によって難しくなることもある。プロジ
ェクトを成功させるうえで、施設の現所有者（場合
によっては過去の所有者も）、所管規制当局、およ
び地方政府機関と密接に協力することが重要であ
る。公衆も、施設の状況と除染計画に強い関心を持
つ場合が多い。

経験が重要

小規模施設の解体と除染は、適切な機器・設備と
ともに熟練操作員を起用し、確立された計画に従っ
て行えば、大きな技術的問題はない。場合によって
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図 4：英国のジェイソン小型研究炉の解体



は、施設について経験を持つ人がデコミッショニン
グを行うのが最善であるが、動機と訓練が重要であ
る。デコミッショニングを成功させる前提条件とし
て、放射線源を元の製造者または他の正規機関に返
還するのは良い慣行である。
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